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本調査は事業会社において活用されていない技術を外部化し事業化する手法の促進とその

エコシステムの形成を促進する方策を検討することを目的に実施

◼上記の背景を踏まえ、事業会社に蓄積された有望な技術や、事業会社で経験を重ねた人材を活用し、新事業や

新産業の創造、ひいては日本経済の付加価値の増大を図る観点から、事業会社の有する革新的な技術等を活

用してディープテック・スタートアップ・エコシステムの形成を促進する方策に関する調査・検討を実施する。

◼さらに、調査によって得られたディープテック・スタートアップ・エコシステムの形成を促進する方策について、エコシステムの

形成促進のため手引きの形で取りまとめ、公表を行う。

1.2 目的





9Copyright（C） Nomura Research Institute, Ltd. All rights reserved.

本調査の概要は以下の通りである。

【調査内容】

◼本調査の背景を踏まえ、目的を達成するため、下記調査を実施した。

⚫ カーブアウトによるスタートアップ創出を事業会社にて実施するためのフローの整理及び

生ずる論点と各論点に対する考え方の整理

⚫ スタートアップ創出型のカーブアウトに先進的に取り組んでいる事業会社及び創設されたスタートアップに関する調査

⚫ 事業会社で経験を積んだ人材の流動化を促すに当たっての現状・課題・対処方策等に関する調査

【調査手法】

◼調査にあたっては、以下の手法を用いた。

⚫ デスクトップ調査

⚫ 有識者へのヒアリング

⚫ 有識者を招聘した研究会の開催

【調査の取りまとめ】

◼上記調査結果を踏まえ、調査結果に基づく成果物として、「カーブアウトの手引き」を作成した。

2. 調査概要
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本調査における調査結果のサマリーは以下の通り

4. まとめ

カーブアウトによるスタートアップ創

出を事業会社にて実施するための

フローの整理及び生ずる論点と各

論点に対する考え方の整理

スタートアップ創出型のカーブアウト

に先進的に取り組んでいる事業会

社及び創設されたスタートアップに

関する調査

• スタートアップ創出型のカーブアウトが十分に行われていない現状において、事業会社にとってこれを行う意義やメリッ

トを明確にする必要がある。本調査において事業会社にとっての意義・メリットとして「経済的メリットの存在」、「カー

ブアウトによる事業の成功率向上」、「社会的期待への対応」の3つが挙げられるのではないかと示唆された。

• スタートアップ創出型のカーブアウトを実行するにあたって、知的財産権や資本政策等について調整を要する事項が

多数発生する。それらのうち特に調整を要する事項について洗い出すことができた。これらの調整事項への対応は会

社ごとに事情が異なるものであるため、基本的な考え方を示す形で調査を実施した。

• Hondaやリコー、武田薬品工業など一部の事業会社においては新規事業創出プログラムが整備されており、これら

のプログラムの成果としてカーブアウトスタートアップが輩出されている。

• 各プログラムにはカーブアウトや新規事業創出を促進するためのポイントがあり、出資比率を抑える、新規事業創出

支援部署が各種調整を担うなどのポイントが存在した。

• 上記のプログラムによるカーブアウトスタートアップ輩出事例は今後スタートアップ創出型カーブアウトを促進する上で

重要なモデルケースとなる。

事業会社で経験を積んだ人材の

流動化を促すに当たっての現状・

課題・対処方策等に関する調査

調査結果に基づく成果物の作成

• ディープテック・スタートアップに関する人材流動性においては人材流動に関連する、就労者、スタートアップ、VC、人

材仲介業いずれのプレイヤーにも人材流動を妨げる課題が存在する。

• スタートアップの成長ステージごとに分けてこの課題を捉えると、特にシード、アーリー期における人材流動性が低いこと

が示唆され、スタートアップは資金面から採用が難しく、またスタートアップへの転職を検討する就労者も多くが給与

面や安定性の観点からミドル・レーター期を志望するケースが多く、流動性が低くなっていると考えられる。

• 以上調査に基づきスタートアップ創出型のカーブアウトの促進に寄与することを目的としてカーブアウトの手引きの原

案を作成した（今後、研究会での議論を踏まえ経済産業省から公表予定。）。
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